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総↑M・志林第43巻２号2000<l:７月159

〔書評〕

園圧|智昭箸「シェアードサービスの菅I1H会計」
（'１１央経済社2006｛1ﾐ）

佐藤康男

サービスの管ｌｌＩ１会計」はまさにわがI1i1の管Hll会計

の領域に新しい1ページをもたらした注[１の書で

ある。杵荷はまだ若い研究者であるが，このテー

マでこの数ｲﾄﾞ||(1雛<ほどの業織をあげている。本

評はその1イリ《戒であるが，広く読まれることを期

待する。水諜をとりあげるゆえんである。

シェアードサービス（ＳｈａｌｗｌＳ(wvi(･Cs）とは

経1111や人''１などの本社部Ｉｊｌｌの'''1腰業務を子会社な

どに染めて効率化を|到ることであるが，わが'五Iで

はl()90〈|{代U)半ばから導入されてきた。ﾆｵlには

さまざまな形態があり，多くの企雛で採川さｵ'て

いるという実態が本書で示されているが，評昔は

これについてあまり知識がなかったので非常に新

鮮な印象をもった。

これはi1iしいマネジメント・スタイルの問題な

ので櫛Ⅱ'1会計の研究テーマであるかどうかについ

ては議論の求｣'1があると思うが，（|:I}iの内容が経

El1Ili研なので群青はそれの現状をlﾘ|らかにし，問

題点を分析しているので管1111会計の6ii域とするこ

とにはｲ('１然さはない。

（１） 

わが囚における筒HI1会計の研究テーマは脆近１０

数年の傾ｌｆｊ１をみると，つねに欧米の研究を追随す

る形で行われてきた。とくにアメリノノのＩｉｌ１兜テー

マが関心の'''心となってきた．これは会計学だけ

でなく，わがlHljlの社会科学の一般的Iljilｲﾘといって

もよいが，やはりその学問の先進国のＩｉｌＩ先に焦点

が当てられるのは'二|然の成り行きである。

管理会計の場合にはそれ以外の要|Alもあった。

1980年代はわが国の経済は世界一の競ｲﾄﾉﾉを誇っ

ており，その源泉を}1本的経営に求め欧米の管理

会計研究背がii:|='し，来日した。そして，｜｣不発

の管lM1会計手法としてトヨタ・プノンバンシステム

や原Il11i企idjiが１１§|]をあびたのは周知の皿()である。

しかし．バブルがlil壊すると'二１本(l<)経悩.をすべ

て否定するような発言が支配的となり，一万でア

メリカ企業の復iIIiが1111ばれ，コンサルタント0)巧

みな宣伝によって新しい管理会計乎1iﾉiが次々と紹

介されるようになったのである。

その代表的なものをあげればＢＰＲ(1)l1sil1ess

I〕rocesslで(PIlgiIlo〔P,､i,〕g)．ＡＢＣ（活仙ＡＷｉ１%(価計

算)，ＡＢＭ，’1,0C，BSC，ＳＣＭなどがそうであ

る。管１１１１会計のｌｌｌ１ｉ史をみると，新しい街ml1会計手

法の開発は先進(I<1な企業によって行われてきたが

80年代からはコンサルタント会社によってなされ

ているのが特徴である。

このような手法を研究テーマにすれば．まさに

コンサルタントとliilじ土俵で行うことになるので

現実の事例にふれることが少ない研究行がｲ利に

なることはTli:めない。しかし，わが[１１にも'1本企

業の実務を)､|念に調査し，これまで行われてこな

かった管lM1会iil･の領域に目を向けるようなＩﾘﾄ兜が

いくつかなされている。

本稿で紹介する|:jlll制昭氏の菩齊「シェアード

（２） 

菩背は序文で本書の特徴を二つあげている。ひ

とつはシェアードサービスを実施する現実の組

織であるシェアードサービスセンター（SSC：

SIlar(!(IScTvi(p(ＰＣ(〕ntCl･）に対して桧剛会計の視

点から分ＩＩＴしていることである。そして，第２の

特徴は符11M会計の重要な概念である武任センター

の視点からＳＳＣを７種類に分航し，かつＡＢＣ，

BSCなどの殿近の手法にも言lH(していることで

ある。

水了'ﾄﾞはⅡＩＩＬ寓な文献調査にllllえて`１５社という多く

の企業にインタビュー調査を炎施した労作である

が．令休像をlUlらかにするためにルク(の内容を褐
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１６０１《I11l11JllVI普「シェアードサービスの箇jll1会計」（中ﾘﾋ経済社2006<|:）

水謝は多くの竜>}1111Ｍ〔をとっているために、合

意のページ数は多くないのでとても読みやすくなっ

ている。また，本文とは>)Ⅱに多くの注釈が示され

ているので内容をIM1解するのにluifl1である。

げることにしよう。

第１章日本企業におけるシェアードサー

ビスの禅入

１．シェアードリービスを必要とする

fir業曝境

２．ｌｌＩｌ接問'''''1にＩＩＬIする1Ｉ}究

３．ｌｌＩｌ接illllll11の組織化

４．シェアードリ.－ビスの現状

５．本ilﾄﾞの特徴と研究方法

第２rｉｆシェアードサービスの意義と'三Ｉ的

第３r;ｆシェアードサービスの組織形態

第４Ｔｉｒ錐務の集'''化

第５章業務の見直しと標i((;化

第６厳本社部'111方式のシェアードサービ

スセンター

第７章本i<l:部''１１方式のシェアードサービ

スセンターへのチャージバック．

システムの適川

第８厳シェアード.リービス子会ｉｌ：

第９革機能子会社としてのシェアードサー

ビス子会社

第lOififコストセンターとしてのシェアー

ドサービス子会i(|：

第１ITITシェアードサービス子会社による

業務の外販

第12章企業グループが災なる数社による

シェアードサービス

第13章シェアードサービスセンターのコ

スト計算

第Ⅱ章シェアードサービスセンターのコ

スト計風':のIliWllと契約形態

第15埖シェアードリービス子会社へのバ

ランスト゛スコアカードのjEilll

iili論：パイオニアシェアドサービ

スのＢＳＣ

（３） 

シェアードーリービスは経''1や人Lli部''１|などの間

接部'''１が対架である。著者はこれまで原価計算や

管IIL会iil･のｉｉｉ城でのコス|､ダウンは製造部門が中

心であったが，９０(ｉｆ代になってllIl接部''１１の非効率

が|川題になってきたという企業lW1境の変化を最初

にあげている。

また，会計の分野では2000(「３月１９１より連結財

務諸表が主要I|ｲ務諸表になり，その結果として親

会社の業；l'(だけでなくグループ全体の営業成績が

重視されるようになったことも背殿にあるとして

いる。

シェアードサービスの起源については，1980年

代のアメリカで始まったものであり，その導入は

ジェネラル・エレクトリックが般初であるという。

その後アメリカにおける柳入企業としてアメリカ

ンエキスブレス，ヒューレット・パッカード，

ＡＴ＆'１１，アライドシグナル，テキサス．インス

ツルメンツなどがあげられている。

シェアードサービスを実施する組織をシェアー

ドサービスセンター（SSC）とⅡfぶが，その形態

は大きく分けると二つになる。ひとつは事業部制

を孫川している場合．経]M1部は本社経1111部と事業

部経El1の二つが存在するのが一般的である。その

場合．本社にＳＳＣを設けて経El1業務を集中して

効率化を図るケースが考えられる。

もちろん，子会社の経j1l1('11111からも参加するこ

ともあるが，本社経1M1部''１１がすべてＳＳＣに移行

するわけではない。本tl:経１Ｍ1部'''1では}{|納，財務，

予算，税務，為緋，連結１１ｲ務諸炎の作成などの業

務を遂行しているが，そのなかではＳＳＣにはな

じまないものが含んでいる。

ＳＳＣのもうひとつの)|ｼﾞ態は,子会社化すること

である。すなわち，本社|ﾉ､Iにひとつの組織として

位般づけるのではなくて，独立した会社として設

立するケースである。二の場合にはグループ企業

が対象となる。

本書は大きく分けると三つの(|け)からｲﾙ成され

ている。第１厳から第５漱ではシェアードサービ

スの基礎|M念について述べている。そして第６章

から第１２噺にかけては，ＳＳＣの分獅を行ってお

り，最終1ＷにiIi任ヒンターの観点から７Ｍi類に区

分している。第l3fifから第l5jlfではﾊﾑ近の数年|Ｈ１，

管EI1会計の分111rでil;'三1をあびてきたＡＢＣとＢＳＣ

をＳＳＣへ応lllした場合の試論を腰Ｉ１ｌｌしている。
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経１１↑志林第43巻２号2006年７月１６１

第２章ではシェアードサービス（lX1〈ではＳＳ

と肯略）の基磁'１１(念について述べているが．ＳＳ

をつぎのように定義している。「ＳＳとはグループ

経１１(・の視点から，社内または企業グループ内で分

散して行われている業務（経１１１１や人Iliなどのｌｌｌ１桜

業務である場合が多い）を，①あるｲﾊﾟ社告llljllまた

は＝｢･会H:に集｢|'し，②それが本当に必要な業務で

あるのか，または効率的なプロセスで行われてい

るのか，というＭＡ(から業務の兇ilLLを行い，さ

らに③業務を標準化して処1111を行う．というマネ

ジメントの手法である」（18頁)．

ただ，この定義の最後の二つの喫件は外部の人

'''1からは判断できないので，普背が本書で取りl

げたＳＳを実施している企業すべてがこれらの要

１１:を満たしているかどうかはわからないのではな

いだろうか。

企業がＳＳを孫１１Ｉする'二|的としては，会計的に

はコストiljII減と利jlf推得であり，それ以外の目(1(）

として,顧客満足のlhll:，教育〃}催の効率化’'１１催

業務の品質向｣1．｜｣LI部統制の強化などをあげて

いる。

そして。ＳＳＣの基本的な形態を①タイプＡ

(本社の一部ＩｊＩ１に業務を集中する形態)，②タイプ

Ｂ（子会社に業務を集ｌｌ１する形態），③タイプＣ

(企業グループの異なる数社が業務を集｢|Iする形

態）の三つに分瀬している。

第３章では１２記で示したＳＳＣ(ﾉ)三つのタイプ

について日本企業のＴｌ『例をあげて、その特徴を述

べている。タイプＡの事例としてサントリーの

グループ業務碓進＃|;を述べている。

ここでは人事・給与業務と総務・経1Wを対象と

したＳＳ化が実施されている。

タイプＢのり1例としてはＮＴＴビジネスアソシ

エが紹介されている。ＳＳＣが７.会社の場合には

グループ企業のコスト削減だけでなく、グループ

会社以外の企業からも業務の受託をMMfに入れて

いる。実際．このＳＳＣは業務の外販を行ってい

る数少ない事例のひとつである。

タイプＣの事例としては[1立トリプルウイン

が細介されている。このＳＳＣは|］ｎグループに

風する日立製作ﾉﾘr，日立キャピタル．「|立憲線な

ど７社によって設立されたものであり，厳密にい

えば１２記の定義とは兇なるものである。しかし，

いずれも_|:場企業であ(〕，グループ外企業からの

業務受託をｉｌＩｉＩｉｉ的に展開しているのでタイプＣ

に分類している‘この日立グループのＳＳＣの業

務内容が示されていないので，その内容がもうひ

とつイメージがわかない。というのは．これらの

企業は上場企業であるから，総Hl1あるいは人zli架

務をＳＳＣに委託することは考えられない＝多分、

本書で述べられている一般的なＳＳＣとは異なっ

た特殊な内容をもっていると,'11Ｍ)れろ。

さらに本iifでは責任センター'１１(念を加味するこ

とによって、タイプＡを二つに，ヌイブＢを三

つに，タイプＣを二つに分緬している－Ａはコ

ストセンター（ｃｃ）・タイプ（Ａ－ｌ）とブロフィッ

トセンター(1)C）・タイプ（Ａ－２），ＢはＰＣタ

イプ（Ｂ－Ｉ），ｃｃタイプ（Ｂ－２），ＰＣタイプ

(Ｂ－３），ＣはｃｃタイプまたはＰＣタイプ（Ｃ－

ｌ），ＰＣタイプ（Ｃ－２）に分繭しているが．こ

れについてはuドの章で詳細に説lﾘ1されている。

第４章ではシェアードサービス（SS）の1,L水

的な特徴である「業i街の集'''化」について述べて

いるが．そのプロセスは３段階で行われるという。

第１段階はグループ本社の業務をＳＳＣに移行．

第２段階は特定のグループ会社の業務をＳＳＣに

移行，第３段叶'『は残ったグループ会社の業務を１１１(ｉ

次ＳＳＣに移行するというプロセスである。

業務の集'''化による効果として固定費の削減，

業務ｌ単位当たりの固定費の低下，大量購買によ

る蝋価の低「，教育研修効果の|イリ|目、内部統iliIの

強化などがあげられている。その一方で，組織を

統括する管J1'1コストが増大し，新たな間接コスト

の発生や異なる組織文化の集合体なので求心ﾉﾉの

欠如などの'''１題も生じるとしている。

第５章ではシェアードサービス（SS）の節２

の特徴である「業務の見直し」と第３の特徴であ

る「業務のIWnl1i化」について述べている。前ffに

ついては本当に`必要な業務かどうか，さらにその

プロセスは効率的であるかどうかの二つの視点か

らなされるべきであるとしている。そして，この

業務の見直しにＩＩ１いられる手法としてＡＢＭ（ｉ１ｌｉ

１ｌｉＩ基準管1111)，リエンジニアリング，ペンチマー

キングの三つをあげている。

業務の標ji(I:化とは勘定科|｣の標jWi化があげらＩ’

ているが，それ以外の事例としては書類の統一，
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１６２１判'１１智昭菩「シェアードサービスの管１１１１会計」（[１１火経済社2006｛1三）

の給与計算を行っている。このソフトはプレイニー

ワークスという会社から発売されているもので，

人事・給与業務管HMに必要なパッケージである。

この本社部１１１方式のＳＳＣの課題としては，過

去の業務の継続になるので徹底的な業務改善が困

難であること，ＳＳＣの業績iil1ll定が困難であるこ

と，グループ企業がＳＳＣに業務依頼を拒絶する

ijl能性があることなどがあげられている。

第７章では本社部門のＳＳＣがブロフィットセ

ンターの場合について述ぺているが、これが可能

になるのはチヤージバックの価,格決定が市場(dli格

をベースにして行われていることが前提である。

この事例として大阪ガス経理税務センターのケー

スが取り上げられているが非常に少ないようで

ある。

第８章では子会社方式をとるＳＳＣの形態につ

いて述べられているが，わが国ではかなり多くの

事例がある。これは独立した組織であり、受託す

る顧客は本社部門，子会社およびグループ会社で

ある。グループ内の企業だけを対象としたＳＳＣ

は機能子会社と呼ばれているが，これにはコスト

センターとみるか，ブロフィットセンターとみる

かによって二つに区分される。グループ外の企業

も対象とする場合は事業子会社と呼んでいる。

第９章では前章の分類を引き続き問題にしてい

る。，機能子会社について述べられているが，ｓｓ

子会社の条件として業務コストのｉ１ｉＩｌ減、業務品質

の向上および間接業務のＳＳ子会社への集約の三

つをあげている。また機能子会社の独自の課題と

して独立した法人として成長性が得られないこと，

連結会計上は連結収益の増加には貢献できないこ

との二つをあげている。前者は取引価格の設定に

限界があることから生じるし，後者は同一グルー

プであるから当然である。

第10章では機能子会社がコストセンターの場合

について述べているが，帝人グループの実例が示

されている。帝人クリエイテイブスタッフには，

経Jlll11ｲ務部|][１，人事総務部|'【１，購買物流部Ｉｊｌｌがあ

り，戦略企画から実務に至る機能を請け負ってい

るが，帝人内にも同じ名前のバーチャル組織が残っ

ているなど完全に独立しているとはいえない。こ

こでも111格はコストを回収する水準に設定されて

いる。

科ロ・細目コードの統一，社会保賦の一括通１１１，

紺与支給日の統一などがあげられている。業務の

見直しと標準化の事例としてＪ－Ｐｏｗｅｒ（電源開

発)，大阪ガスの人頭ＳＳ子会社であるアイさぽ_

と，そして宇部興産の総合事務センターがあげら

れている。宇部興産については次章で詳細に述べ

られている。

重要な会計方針の変更の内容が掲げられており

(82頁．図表５．４)。それぞれのグループ企業が

異なった会計方法をとっている場合，それらを統

一したと述べているが，「継続性の原H1」との関

連はどのようになったのであろうか。

（４） 

第６章では本社部''1にＳＳＣを設けて社内の輌

業部（または部門）やグループ会社の間接業務を

集約する形態が対象となっている。これはタイプ

Ａと分類されているが．コストセンター・タイ

プ（Ａ－１）とブロフィットセンター・タイプ

(Ａ－２）の二つになる。

前者のケースが一般的であるが，後者は顧客か

らチャージバックされるような場合であり，次章

で述べられる。前者のケースとして宇部興産があ

げられている。宇部興産は周知のように－部上場

の化学会社であるが．1999年に経Ill1事務センター，

200年に人事事務センター，そして2001年にそれ

らを統合した総合事務センターを立ち上げている。

そのなかの経理グループをみると，経理第一チー

ムではＳＡＰのＲ／３をⅢいて宇部興産本体の経

理を担当している。このソフトはＥＲＰを実行す

るのに有名であるが，どの程度カバーしているの

か不明である。というのは経営全般に使１１Ｉしてい

る企業は少ないからである。

経理第二チームではSupOrSt1℃ａｍというソフ

トでグループ会社の経１１M処理を行っているが，こ

れ以上の説明はなされていない。このソフトは

SSJという会社が販売しているものであるが，

財務会計と人事・給与の二つの分野の業務効率を

向上させるソフトである。

また，総務・人事グループ内の人事第一チーム

では宇部興産本体の給与計算を行い，人事第二チー

ムではStaffBrainというソフトでグループ会社
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「ＳＳＴ･会社がコストセンターとして管Hl1さｵｌ

るのであれば，業績評Illiもコストをベースとした

ものとなり，親会社の行動と整合性が保たれるた

めに，モラールダウンを防ぐ効果がある」（156頁）

と述べているが，逆なのではないだろうか。コス

トダウンを絶え間なく要求され，その業績評Iiliに

対する見返りは期待できないので（コストアップ

になるので)．従業員は疲弊するのではないだろ

うか。

第11章は事業子会社としてのＳＳＣを取り上げ

ているが，業務の外販を前提としたビジネスモデ

ルの迫力'１，業務１単位当たりのコストの低下．業

務改善の一層の促進という三つの特徴があげられ

ている。ただ，まだわが国ではこのようなＳＳＣ

は少ないようである。

第12章は企業グループが異なる数社によるＳＳＣ

を取り上げているが，これは子会社を設立する場

合としない場合の三つのケースに区分される。前

者の事例としては日立グループ，後者ではホテル

などが示されているが，これまで述べたＳＳＣと

はかなり性格が異なっている。このようなケース

はわが国では稀なのは業務の性質から当然である。

の現場を把握したことは本書の晶大の貢献である。

シェアードサービス・センターの分類にさいし

て，機能子会社や責任会計という概念を用いて最

終的に７種類に分類したことも，読昔にはきわめ

てｌＩｌ確なイメージを提供している。正直なところ

評:昔は本書を読む前には，日本企業でＳＳＣがこ

れほど採111されているとは思わなかった。著者の

研究テーマ選択の着眼点のすばらしさには恐れ入

るばかりである。

著者はシェアードサービスの要１１Ｚとして第２章

で三つを掲げているが、これら３要件を満たさな

ければＳＳとはいえないのであろうか。３要件を

あげることは論理的になんら問題はないが，それ

らを満たしているかどうかの検証はなされている

のであろうか。とくにアンケート調査で実施して

いると回答した企業は満たしているのであろうか。

本当に必要な業務であるのか，効率的なプロセス

で行われているのか，業務の標準化がなされてい

るのかの要件のことである。

評昔の知る限りシェアードサービスを導入した

先駆的な企業は横河電機であり，本書の分類でい

えば機能子会社のタイプＢ－２であったと思う。

当時としてはかなり注目をあびており，プレスリ

リースもあったと思う。しかし，あまりながく続

かず廃止されたはずである。そのときの理由は，

本書にも書いてあるように経理社員教育の問題，

受託業務があまり伸びなかった点があげられたと

思う。

ＳＳＣの問題点はむしろこのように撤退した企

業へのインタビューが効果的なのではなかったか

と思う。そして，ＳＳＣがこのようにかなり採用

されているのは，つぎの２点にあると思う。第１

は経理および人事業務に使用されるソフトの高価

格化である。そのために本社業務だけではペイし

なくなっているのが現状なのではないだろうか。

もう一つの原因は．このような間接業務にかか

る人件費の削減である。それは業務の改善とか、

見直しというようなプラスの側面よりも子会社化

による給料ベースの高騰化を避けるねらいがある

のではないだろうか。

ＳＳＣをプロフィットセンターとして分類する

のは理論的には当然であるが，そのようにみなし

ている企業は非常に少ない。これは受託価格の決

（５） 

第13章ではＳＳＣのコスト計算が取り上げられ

ているが，活動基準計算の導入を推奨しているよ

うである。また，ＳＳＣの業績評価をするために

コスト計算を正確に行うことを主張しているよう

である。

第14章でも活動基準計算の導入を主張している

が，その場合の配賦基準は作業工数であっていく

つかの事例も紹介されている。本書の終章である

第１１章ではＳＳ子会社へのＢＳＣ（バランスト・ス

コアカード）の適川について述べているが，これ

までの本書の研究対象とは内容が異なっており，

紙幅の関係もあるので省略する。

さて，最後に本書の全体的な印象を述べたいと

思う。まずシェアードサービスについての総合的

な研究書は，わが国では初めてであり，しかも欧

米の研究者に追随したものではないことがあげら

れよう。先行研究も少ないためにｎ本企業へのア

ンケート調査および訪問調査によって実際の企業
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定という１１{1題もあるが，グループ外から業務を受

託する'１１雌があるとAl｣(われる。経111．人事業務は

その企業の'111接業務の根幹をなすものであるから，

やはり社外に委託するのは跡l片するのは当然で

ある。

また．経El1業務をＳＳＣに委託する場合でも連

結決算とか原ＩＩＩｉ計9１:などは本社で行うケースが多

いようであるが，これもやはりＳＳＣの従業員に

はそれをこなす人材が染められていないからであ

ろう。このことはiM:貝教育にもll9係する|川題であ

る。ＳＳ子会社に転凪された従業員はモラールの

低下は避けられないであろう。

今後，ＳＳＣがどのような経過をたどるかは子

ill'１ができないが，このような組織変ＩＩＩｉは'三1本企業

が長い不況のトンネルのなかに入ったllf1U1に生ま

れたものである。景気が｣:|ｲﾘき企業の業紬が拡大

した場合．IlMUlAする企業が多くlIlるかもしれない。

それからＳＳＣとは』MILなる経過で|可じサービスを

する専l1i1IIiiiの企業も生まれている。本書は今後の

liljlfilをみるうえでも欠かせない好替であることは

|Ｈ１迷いない。
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